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はじめに  

 

  

次世代を担う青少年は社会の宝です。また、この青少年が心身ともに健やか

に成長していくことは、市民の願いでもあります。 

近年の青少年を取り巻く状況は、少子高齢化や核家族化の進展、高度情報化、

経済のグローバル化に加え、雇用状況の変化などを背景に大きく変化しており、

子どもの貧困問題、特にスマートフォンの急速な普及によりインターネットを

介した有害情報の氾濫、いじめなど様々な問題が生じています。また、幼い児

童が虐待を受け、命を落とすという深刻な児童虐待事件が発生するなど、全国

の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数も増加を続けており、依

然として社会全体で取り組むべき重要な課題となっています。 

このような中、福岡県では、青少年の健全育成を県政の重要課題として位置

づけ、今後の青少年育成方策の基本となる新たな「福岡県青少年健全育成総合

計画（福岡県青少年プラン）」を平成３０年に策定しました。 

本市においても、福岡県の方策を念頭に置き青少年健全育成を推進していく

必要があります。 

第２６期田川市青少年問題協議会では、平成１８年を最後に長期間提言がな

されていないことに鑑み、現在の社会情勢等に即した課題に対する提言を行う

方針としました。 

青少年の範囲を０歳から１８歳までとし、これまで関係機関から情報提供を

受け、青少年を取り巻く情勢について議論した結果、「現状・課題」「その背景」

及び７項目の「具体的提言」からなる意見具申書を作成しました。 

この意見具申書をもとに、家庭、学校、地域、青少年健全育成団体、行政そ

れぞれが責任を果たしながら連携して、社会全体で青少年問題の解決に取り組

むよう念願します。  

 

 

第２６期 田川市青少年問題協議会 

 

 

 

 



 １ 

記  

 

最近の青少年にみられる現状・課題  

 

 １ 生活リズムが崩れ規則正しい生活が出来ていない青少年が増加している。  

２ 家庭学習が十分定着していない。  

３ 小・中学校の学力は上昇傾向にあるが全国水準に達していない。  

４ 不登校児童・生徒が増加している。  

５ あいさつや規範意識など社会性が十分身についていない。  

 ６ コミュニケーション力や自己決定力が十分身についていない。  

 ７ 話を聞く態度・能力が十分育っていない。  

８ 地域活動やボランティア活動の参加が少ない。  

９ 仲間と一緒に外遊びする青少年が減少している。  

１０ 集団遊びの減少により社会性（ルール）や相手を思いやる心が育っていない。  

１１ 異年齢の仲間や地域の大人との交流が減少している。  

１２ スマートフォンに依存する青少年が増加している。  

１３ ＳＮＳを使用したいじめ、児童買春、児童ポルノ事件が増加している。 

１４ 青少年の再犯率が高い。 

１５ 薬物を乱用する青少年が依然としてみられる。  

 

 

最近の青少年にみられる現状・課題の背景  

 

 １ 共働き世帯の増加や核家族化で子どもとの時間、家族の時間が減少している。  

 ２ 家庭学習の重要性を保護者が十分に理解できていない。 

 ３ 保護者自身が成熟しておらず、社会性や規範意識が低下している。  

 ４ 保護者の過保護や無関心により、子どもの生活体験が乏しくなっている。  

５ 保護者が交際する範囲が狭く、交友関係が少ないため、子どもの視野が狭く判  

断する能力が乏しい。 

６ 保護者自身の心身的な問題で、ストレスの矛先が子どもに向かっている。  

７ 保護者自身が愛情を受けて育っていないため、愛情表現に乏しい。 

８ 異年齢との関わりや保護者の地域活動への参加が減少するなどしている。  

９ 家庭や地域の中で、あいさつをする習慣が十分に定着していない。  



 ２ 

１０ ＳＮＳの普及により直接話す機会が減り、自分の思いを言葉で表現することが

困難になっている。  

１１ 目に見える嫌がらせではなく、スマートフォン等によるものが大半で表面化し  

にくい。  

１２ 読書の習慣が減少しているため読解力、理解力、想像力が低下している。  

１３ 地域の人間関係が希薄化している。 

１４ コミュニケーション能力の低下により、学校や職場に適応できなくなっている。 

１５ 若年出産の保護者が年上の保護者と関わる機会が少なく、育児を十分に理解で  

きていない。  

１６ 非行歴のある青少年を対象とした専門の支援機関が少ない。  

１７ 薬物の危険性や有害性についての認識が欠如し、薬物使用に対する抵抗感が希  

薄している。また、ＳＮＳ等で薬物が容易に手に入る状況にある。  

 

 

具 体 的 提 言  

 

１ 学力・教育の向上、進路保障  

⑴ 今後も、小・中学校の学力向上の取り組みを継続していくことが必要です。 

⑵ 子どものやる気や学びの礎となる自尊感情を育くんでいくことが必要です。 

⑶ 家庭学習の定着を推進することが必要です。 

⑷ 小学校での教育に備え、保育所、認定こども園、幼稚園での幼児教育の質の向 

上が望まれます。また、乳幼児期（０～６歳）の家庭教育の充実に努めることが 

必要です。 

⑸ 幼少期からグループ学習を取り入れ、「自分の思いを、自分の言葉で発言する」 

機会を多く経験することが望まれます。  

⑹ 小・中学校に学力支援担当者を配置し、課題のある子ども達への学力支援を推 

 進する必要があります。 

⑺ 教師不足の解消を図ることが必要です。  

 ⑻ 中学校や各高校による特色ある教育活動を推進することが必要です。  

⑼ 小学校・中学校・高校におけるキャリア教育の推進や特に中学校においては高 

校を中退しないための進路指導を充実するとともに、高校と連携した取り組みが 

必要です。 

 



 ３ 

２ いじめを起こさない学校・学級づくり  

⑴ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、専門機関等の連携を充

実させることが必要です。  

⑵ 青少年が相談できる機会を増やすだけでなく、相談できる場所や大人を増やす  

ことや、家庭でも子どもの悩みをよく聞き、よく知ることが必要です。  

 ⑶ 学校教育における人権教育や、集団づくり・仲間づくりの取り組みを充実させ 

ることが必要です。  

 ⑷ 中１ギャップ※や入学前の不安を和らげるため、中学校体験入学など交流を図

ることが必要です。  

   ※ 中１ギャップ：小学校から中学校へ入学した際、環境の変化についていけず、いじめが

起きたりや不登校になったりする現象のことを指します。  

 

３ 社会性の醸成  

⑴ 青少年の心身の健全育成  

（ア）幼少期から、親子で地域活動に参加するなど、人と人とが関わる経験を通し

て地域活動を担うリーダーを育成することが望まれます。  

（イ）地域と青少年の連携を図るため、地域・学校・行政が一体となった活動の充  

実が望まれます。  

（ウ）家庭・地域で大人が率先してあいさつすることや、子どもの話を後回しせず、

優先的に聞く必要があります。  

（エ）保護者は、子どもに小さな成功体験を積ませ、自尊感情を高めるような声掛

けや配慮することが望まれます。 

（オ）青少年の体力の向上を図るため、安心して遊べる場所、遊び場の確保、環境  

整備が望まれます。また、大人と一緒に体を動かす楽しさを伝えることが望ま  

れます。  

⑵ 青少年の被害防止  

（ア）地域で青パト等を活用した防犯パトロールの実施や、見守り活動の状況を広

報誌等で周知し、協力者を募ることが望まれます。  

（イ）事故の危険性の高い通学路の歩道等の整備が必要です。  

⑶ 規範意識の育成  

 （ア）性暴力をなくすための計画的な性教育の実施が望まれます。  

 （イ）保護者と連携し、子どもの心情や背景に応じた地道な指導や乳幼児期から規

範意識を学ぶことが望まれます。  



 ４ 

（ウ）子ども、保護者に対して未成年の喫煙が及ぼす健康被害に関する研修を実施

する必要があります。  

（エ）多様な価値観を認める教育が必要です。  

⑷ 乳幼児期の愛着形成  

 （ア）乳幼児期に肌と肌が触れ合うようなスキンシップの機会を増やすなど、健康

的な愛着形成が必要です。  

 （イ）母子手帳交付及び定期健診の際に非認知的能力※を育てることの大切さとそ

の育て方を話すことが望まれます。また、保育所、認定こども園、幼稚園でも

その取組を行うことが望まれます。  

（ウ）子育ての様々な支援を行う機会の周知を図り、保護者対象の子育て講座を実  

  施することが望まれます。  

※  非認知的能力：目標に向かって頑張る力、他の人とうまく関わる力、感情をコントロー

ルする力などです。 数がわかる、字が書けるなど、IQ などで測れる力を「認知的能力」

と呼ぶ一方で、 IQ などで測れない内面の力を「非認知的能力」と呼んでいます。  

 

４ 家庭教育の強化  

 ⑴ 就学前に、非認知的能力を高める取組を組織的に行うことが望まれます。  

 ⑵ 睡眠の重要性を親子で共有し、早寝・早起き・朝ごはんの習慣をきちんと身に 

つけさせることが必要です。  

 ⑶ 乳幼児期から子どもが持っている良さを見つけ、場面に応じて積極的に認める

（ほめる）ことが必要です。 

 ⑷ 親子向けにスマートフォンの影響に関する研修を実施する必要があります。 

⑸ 幼少期から絵本の読み聞かせ、外遊びなどを推奨することが望まれます。  

 

５ 不登校・ひきこもり問題についての適切な対応  

 ⑴ 今後も引き続き、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、専門

機関、県立大学等との連携の充実を図ることが必要です。また、早期相談、指導

に対応可能となるようスクールカウンセラー等専門家の十分な配置が望まれます。 

 ⑵ 児童・生徒の居場所の確保のため、一時受け入れ施設（適応指導教室、フリー 

スクール等）を継続設置し、指導員の配置等その充実を図ることが必要です。 

 ⑶ 保育所・認定こども園・幼稚園・小学校・中学校の縦の連携を強化して、情報 

共有を図り、切れ目のない支援を推進することが望まれます。 

 



 ５ 

６ 犯罪・虐待・暴力問題についての適切な対応 

 ⑴ ＤＶ・虐待等に対する正しい知識の普及や相談機関の周知を図り、被害の早期  

相談を推進し、被害防止に努める必要があります。  

⑵ ＤＶ・虐待は人権侵害であるとの認識を持ち、その行為をしない・させない・  

許さない意識を高めていけるような予防教育・啓発の強化が必要です。  

⑶ 児童相談所、医療機関、行政など関係機関と連携し、情報共有や継続的な対応  

を強化する必要があります。  

⑷ 非行少年の立ち直りと自立を促進するため、学校・警察（少年サポートセンタ  

ー）・地域・行政など関係機関が密接に連携して非行少年・家庭への支援を継続的  

に行う必要があります。  

⑸ 不良交友関係の解消と不良交友関係に代わる居場所を確保することが望まれま  

す。  

 ⑹ 薬物に対する取り締まりや薬物に対する児童・生徒・保護者を対象にした薬物

乱用防止教育や広報・啓発活動の強化が必要です。  

 

７ 孤立化しやすい親への支援  

⑴ 孤立した子育てにならないよう妊娠時から定期的に相談できる人づくり、  

ＳＮＳを活用した相談体制が必要です。  

⑵ 多くの親が出産前後の講座（いっぽ講座等）に参加できるような条件整備や配  

慮などが望まれます。  

⑶ 豊富な経験を持つ地域の人材（高齢者等）と連携して、地域で子育て支援を推

進することが望まれます。 

 

 

令和２年３月３０日 

田川市長 二 場 公 人 殿 

 

田川市青少年問題協議会 

 会 長  本 郷 秀 和 
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○ 田川市青少年問題協議会 

  概要 

  田川市青少年問題協議会は、地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号。）

に基づき昭和３７年５月に発足しており、学識経験者、関係団体、関係行政機関、

学校教育関係者、市職員の計１５人で構成され、次の任務を行います。 

⑴ 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重

要事項を調査審議する。 

⑵ 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を期する

ために必要な関係行政機関相互の連絡調整を図る。 

⑶ 地方青少年問題協議会は、前項に規定する事項に関し、当該地方公共団体の長

及びその区域内にある関係行政機関に対し、意見を述べる。 

 

○ 地方青少年問題協議会法 

（設置） 

第一条 都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）町村に、附属機関として、それ

ぞれ都道府県青少年問題協議会及び市町村青少年問題協議会（特別区にあっては、

特別区青少年問題協議会。以下同じ。）（以下「地方青少年問題協議会」と総称する。）

を置くことができる。 

（所掌事務） 

第二条 地方青少年問題協議会は、当該地方公共団体における次の各号に掲げる事務

をつかさどる。 

一 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な重

要事項を調査審議すること。 

二 青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を期する

ために必要な関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

２ 地方青少年問題協議会は、前項に規定する事項に関し、当該地方公共団体の長及

びその区域内にある関係行政機関に対し、意見を述べることができる。 

（組織） 

第三条 地方青少年問題協議会は、会長及び委員若干人で組織する。 

（相互の連絡） 

第四条 地方青少年問題協議会は、相互に緊密な連絡をとらなければならない。 

 

 



 

（経費） 

第五条 国は、都道府県青少年問題協議会を置く都道府県及び市青少年問題協議会を

置く地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指

定都市に対し、予算の範囲内において、当該都道府県青少年問題協議会及び市青少

年問題協議会の運営に要する経費の一部を補助することができる。 

（条例への委任） 

第六条 この法律に定めるものを除くほか、地方青少年問題協議会に関し必要な事項

は、条例で定める。 

 

○ 田川市青少年問題協議会設置条例  

（設置）  

第１条 本市に田川市青少年問題協議会（以下「協議会」という。）を設置する。  

（担任する事務等）  

第２条 協議会の担任する事務及び意見の具申については、地方青少年問題協議会法

（昭和２８年法律第８３号。以下「法」という。）第２条に規定するところによる。 

２ 協議会は、子どもの安全確保及び青少年の非行防止に向けて、必要な施策を推進

する。  

（組織及び委員の構成）  

第３条 協議会は、１５人以内の委員をもって組織する。  

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命し、又は委嘱する。 

⑴ 関係団体が推薦する者 

⑵ 関係行政機関の職員 

⑶ 学校教育関係者 

⑷ 市職員 

⑸ 学識経験がある者 

（委員の任期）  

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。  

（会長及び副会長）  

第５条 協議会に、委員の互選により会長及び副会長１人を置く。  

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。  



 

（庶務）  

第６条 協議会の庶務は、市長の定める機関が処理する。  

（委任）  

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営その他必要な事項は、規則で定

める。  

 

○ 田川市青少年問題協議会設置条例施行規則  

（目的）  

第１条 この規則は、田川市青少年問題協議会設置条例（昭和３７年条例第２号）の

施行に関して必要な事項を定めることを目的とする。  

（会議）  

第２条 田川市青少年問題協議会（以下「協議会」という。）は、会長が招集する。  

２ 協議会は、委員の３分の１以上の者が出席しなければ、会議を開くことができな

い。  

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。  

（意見の聴取等）  

第３条 会長は、必要があるときは、会議に委員以外の者を同席させ、意見若しくは

説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。  

（庶務）  

第４条 協議会の庶務は、田川市教育委員会事務局が処理する。  

 （委任）  

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、会長が会議に諮り定める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２６期  田川市青少年問題協議会  委員名簿  

 

令和２年３月２４日現在  

氏 名  役 職  推薦団体・機関  区 分  

本郷 秀和  会 長  福岡県立大学  学識経験者  

入舩  清  副会長   田川警察署少年補導員連絡会  関係団体推薦者  

岩下 知生  委 員   田川市青少年育成連絡協議会  関係団体推薦者  

田邊 晋司  委 員   田川保護区保護司会田川支部  関係団体推薦者  

 米森 マリ子  委 員   田川市民生委員児童委員協議会  関係団体推薦者  

 阿部 十九男  委 員   田川市校区活性化協議会会長連絡会  関係団体推薦者  

髙橋  守  委 員   田川市区長会  関係団体推薦者  

大場 恵美  委 員  たがわ子育て支援コミュニティ  たがわんわ  関係団体推薦者  

亀﨑  満  委 員   田川児童相談所  行政機関推薦者  

森  千恵  委 員   田川警察署生活安全課  行政機関推薦者  

石橋  格  委 員   田川市小学校校長会  学校教育関係者  

木下 勝典  委 員   田川市中学校校長会  学校教育関係者  

平原 愼太郎  委 員   田川市安全安心まちづくり課  市職員  

原  房枝  委 員   田川市男女共同参画推進室  市職員  

藪亀 英光  委 員  田川市立教育研究所  市職員  

 

 

途中退任委員名簿  

 

氏 名  役 職  推薦団体・機関  区 分  

永岡  勉  委 員   田川市区長会  行政機関推薦者  

川原 朋美  委 員   田川児童相談所  学校教育関係者  

磯元 孝史  委 員   田川警察署生活安全課  行政機関推薦者  

平山 喜善  委 員  田川市小学校校長会  関係団体推薦者  

奥  優子  委 員   田川市安全安心まちづくり課  市職員  

 


